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　In this study, we aimed to develop a program to encourage adults with autism spectrum disorder (ASD) to utilize the various 

supportive resources available in the community. First, we checked previous studies and found community-based support to be effective 

for participants in addition to certain group-based approaches or individualized support providing specific or comprehensive knowledge 

and skills. We determined a need for a program to help individuals identify their own characteristics as consistent with developmental 

disorders as well as providing information about available social support in their communities such as medical, welfare, work, and 

psychological care. Based on a pilot study, it is suggested that this program will help individuals match their needs to appropriate support 

at proper times in their lives.
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１．問題と目的

Ａ．成人の発達障害者の生きづらさ

　近年，成人後に初めて発達障害と気づかれる成人の

発達障害が増えている。就労段階になって，仕事がう
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まくいかず生きづらさを感じて医療機関を受診し，発

達障害の診断を受けるケースもあれば，発達障害を

疑って受診しても必ずしも診断が下りないケースもあ

る。発達障害には様々な障害が含まれるが，主な障害

で あ る 自 閉 ス ペ ク ト ラ ム 症（Autism Spectrum 
Disorder：以下，ASD）については，アメリカの精神

医学会が定める診断基準であるDSM-5において，定型

発達との連続性を想定するスペクトラムとして捉えら

れるようになった。このような自閉症概念の拡大に診

断の方法論が追い付かないために，一定の症状や傾向

を有しながらも診断はつかない「グレーゾーン」とい

う診断の問題が生じているとの指摘もある１）。一方，

成人になってから発達障害を疑うようになっても，医

療につながることなく，インターネットなどから曖昧

な情報を入手して自己判断をしてしまう人もいる。そ

のため，発達障害そのものについて正確に理解してい

なかったり，自身のASDの特徴を十分に把握できてい

ないこともある。このように成人の発達障害者の中に

はその症状や傾向を自覚しても，診断をめぐる問題や

障害理解の混乱により，漠然とした生きづらさを抱え

たまま生きる人もいる。

　成人以降に症状や特性に気づくのは，その段階で何

らかの生きづらさを経験するからである。発達障害由

来の感覚の鈍麻・過敏，読み書き，不器用さ，注意・

集中などが２），個人の生きづらさにつながることがあ

る。さらに，これらの特徴は環境との接点においては

「問題」とされることがある。特に，発達障害は目に

見える障害ではないこともあり，障害由来の不適応や

失敗が生じた場合に，周囲から理解されず，否定され

たり問題視されることもある。このような周囲の無理

解により自信を喪失して不安や抑うつという形で二次

障害を呈したり，周囲とうまくいかなくなって社会生

活に影響することもある。

　このような生きづらさが特に顕著になるのが，就労

の場である。就労における生きづらさについては，言

葉の表面を捉えるコミュニケーションの問題や社会性

の欠如，同時並行処理の苦手さからくる会議や作業な

どでの困難，感覚過敏による職場環境の問題，曖昧な

指示の苦手さや見通しの立たなさ，協働の難しさなど

からくる業務遂行上の課題，さらには安全の管理や健

康管理の課題などが指摘されている３）。中には，この

ような就労による生きづらさによって休職や退職に至

るケースもある。

　就労以外にも，生活面で問題が現れることもある。

生活リズムの自己管理や仕事以外の時間の使い方など

余暇の過ごし方，食べ物の注文の仕方，使える金額の

把握など日常生活における様々な難しさが指摘されて

いる４）。また，恋愛や結婚などのライフイベントや家

庭生活で難しさを感じる人もいる５）。さらに，善良な

人柄に付け込まれて危険な目にあうリスクも指摘され

ている６）。成人後期には，発達障害が知られないまま

に長期にわたる自宅閉居や，親の介護と引きこもりに

よる80・50問題につながる可能性もある７）。

　以上より，近年増加しつつある成人の発達障害ある

いはその傾向を有する人は，人生初期とは違った複合

的な問題を抱えている可能性がある。結果的に，生涯

にわたって生きづらさを抱えていくケースもあること

から，その支援の構築が必要である。

Ｂ．成人の発達障害者を対象とする訓練・介入プログ

ラムによる個人支援モデル

　このように多様な生きづらさを有する成人の発達障

害者に対して，これまで様々な支援が行われてきた。

上述のように，成人の発達障害の場合，就労の中で生

きづらさが明確化し，休職や退職に至るケースもあ

る。そのため，職場復帰プログラムとして行われてい

るリワークの中で，成人の発達障害者向けの支援が行

われてきた。発達障害者は通常のリワークプログラム

に乗りにくいだけでなく，復職に向けた支援プログラ

ムや本人の内省に働きかける試みが，「ぬかに釘」に

終わることが多いこともあり８），発達障害に特化した

プログラムが開発された。成人の発達障害を対象とす

るリワークの専門プログラムについては複数の実践報

告がある３） ９） 10）。

　リワーク以外にも，デイケアという形での実践も行

われている。昭和大学付属烏山病院では，2008年より

ASDを中心とした発達障害専門外来・デイケアが開設

されている11）。プログラムには心理教育，認知行動療

法，コミュニケーションの理解，ピアサポート，社会

資源に関する情報提供など多様な内容が盛り込まれて

おり，フォローアップの効果評価で３年後の就労の増

加が確認されている12）。このプログラムはその後，他

の施設にも展開しており，就労経験の有無で分けた実

践の報告例もみられる13）。一方，認知機能を扱うリハ

ビリテーションという枠での実践も見られる。永吉

（2009）14）は高機能広汎性発達障害を対象に，コミュ

ニケーション能力や対人関係技能の向上を目的とする

社会生活力ハビリテーションプログラムについて報告

している。このプログラムにも個別カウンセリング，

グループ訓練，家族カウンセリング，生活支援，就労・
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就学支援，権利擁護が含まれている。これらのデイケ

アやリハビリテーションで行われているプログラム

は，いずれも様々な支援を幅広く組み込んだ包括的な

訓練プログラムといえる。

　これに対して，特定の問題に特化した介入プログラ

ムも行われている。例えば，宮崎ら（2014）15）は青年

期の広汎性発達障害者に対する生活シミュレーション

トレーニングを行い，その効果について事例報告をし

ている。また，発達障害のある高校生を対象とした

オープンカレッジにおける就労準備支援プログラムの

報告もある16）。川久保ら（2013）17）は，多角的なアセ

スメントによる成人期の発達障害の診断と心理教育を

目的とした発達障害検査入院プログラムについて報告

しているが，これは診断と心理教育を中核とする支援

といえる。一方，海外にはマインドフルネスを行うセ

ラピー18）や推論・メタ認知トレーニング19）などの効

果研究も行われているが，いずれも特定のアプローチ

を用いる専門性の高いものと考えられる。

　これらは知識やスキルなどのコンテンツをパッケー

ジ化して提供したり，それらを獲得するための訓練を

個別あるいはグループで行う訓練・介入プログラムと

いえる。このようなプログラムを用いた個人支援モデ

ルは重要な支援である。しかし，発達障害者の場合に

は，個人に働きかけるだけでなく個人の特性を有した

ままで生きられる環境の整備や，地域資源を活用する

力を持つことも有効と考えられる。特に成人になって

初めて発達障害の症状や特徴に気づく場合には，市川

（2008）20）が指摘するように，発達障害者やその家族

と協働しながらできる限り早期から学齢期以後の成人

期に向けたライフステージを通して住み慣れた地域の

中で一貫した継続性がある包括的な支援を行う必要が

ある。

Ｃ．成人の発達障害者を対象とする地域支援モデル

　成人の発達障害者が地域社会の中で継続的な支援を

受けるための地域支援モデルの一つに，東京都の成人

期発達障害者生活支援モデル事業がある21）。この事業

では，昭和大学の成人発達障害専門プログラムを医療

機関で活用するとともに，地域の関係機関と医療機関

が連携して，発達障害者の自立生活に向けた支援体制

の整備が図られている。

　深津（2010）22）は，青年期発達障害の円滑な地域移

行への支援についての研究を行い，福祉，医療，就労

支援機関連携等による所沢モデルを構築し，運用して

いる。これは，更生訓練所で自立支援法に基づく事業

サービスと同様に生活および就労移行における課題を

アセスメントし，個別支援計画書を作成して自立訓

練，就労移行支援を施行するものである。

　また，本田（2009）23）は発達障害の人たちとその家

族を支援するためのコミュニティケアのシステム・モ

デ ル と し て「SAUCIAL（Support for persons with 
Autism and other developmental disorders in the 
Community from Infancy to Adult Life）」を提唱してい

る。このモデルでは，早期発見から成人期の支援に至

る発達障害支援システムの基本構造を「早期発見」「早

期介入」「教育及び労働への支援」という３つの段階

に分け，それぞれの段階に対して固有のシステム・モ

デルを開発している。さらに，本田（2017）24）は発達

障害児者等の地域特性に応じた支援ニーズとサービス

利用の実態の把握と支援内容に関する研究を実施し，

ライフステージごとに発達障害の把握を基点として専

門的な支援にどのようにつながっているのかを図示す

るために，「発達障害の地域支援システムの簡易構造

評 価（Quick Structural Assessment of Community Care 
System for neurodevelopmental disorders; Q-SACCS）」

を作成している。

　しかし，大人になってから障害傾向を疑うように

なった個人はこれらの支援にうまくつながることがで

きるのだろうか。成人を意識した支援ツールとして，

青年期・成人期の発達障害者へのネットワーク支援に

関するガイドライン25）やライフステージに応じた自

閉症スペクトラム者に対する支援のための手引き26）

なども作成されている。成人の発達障害者が使える援

助資源は社会には一定量用意されており，インター

ネットでもライフステージにおける資源のネットワー

クに関する情報を得ることはできる。しかし，問題は

成人の発達障害者個人が人生の適切なタイミングに，

今の自分に必要な援助資源に適切につながること自体

が必ずしも容易ではないという点である。

Ｄ．成人の発達障害者が地域の援助資源につながるた

めに

　これまで見てきた成人の発達障害者の支援を整理す

ると，Ｂの「訓練・介入プログラムによる個人支援モ

デル」は，知識やスキルなどのコンテンツをパッケー

ジ化して，それらを獲得するための訓練や介入を行う

ことを目的としている。そこで獲得する知識やスキル

は，就労や生活スキルなど特定の知識やスキルに特化

したものもあれば，複数の知識やスキルをまとめて提

供する包括的なプログラムにしたものもある。これに
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対して，Ｃの「地域支援モデル」は地域の多様な援助

資源につながることを視野に入れた地域支援モデルと

いえる。「地域支援モデル」において重要なことは，

複数の支援機関が成人の発達障害者の状況に応じて有

機的に連携することである。その基点となるのは成人

の発達障害者が抱える多岐に渡る生きづらさであり，

それに応じた支援機関につながることによって，必要

な援助資源やサービスを受けることができる。その生

きづらさと援助資源およびサービスは生物－心理－社

会的に分類できる。成人の発達障害者の生きづらさと

地域の援助資源の関係を生物－心理－社会モデルに

則って図示したのが図１である。

　成人になってから生きづらさを抱く場合には，個人

が必要な援助資源を自覚し，それに応じて必要な支援

機関につながっていく必要がある。しかし，成人の発

達障害者はそもそも自分の生きづらさがどこにあり，

どういう援助資源が必要かを整理して捉えること自体

が難しいことがある。例えば，本人は対人関係の難し

さや，それによる就労の問題を主訴としているが，

じっくり話を聴いてみると服薬管理ができていない，

経済的に逼迫しているという危機的な生活実態が明ら

かになることがある。当事者本人の主観的な生きづら

さは重要であるが，実は問題の全体像が正確に把握で

きておらず，こだわりのあるところに集中するあま

り，もっと重要なあるいは優先順位の高い問題が見過

ごされてしまうこともある。これは，問題の全体像を

俯瞰して把握する中枢性統合の弱さというASD者特有

の傾向によるものと考えられる。

　また，必要な援助資源が把握できた後も，自身が生

活する地域では具体的にどこにどのような支援がある

かを探す情報取集や，集まった情報の整理は容易では

ない。行政の支援のわかりにくさはASD者に限ったこ

とではないが，特にコミュニケーションに難しさを持

つASD者にとって，新規な場所に行って支援を求める

ことや自身の生きづらさを説明することのハードルは

高い。引きこもりの中には発達障害の症状の目立たな

い発達障害が少なからず認められるとの指摘もある

が27），必要なタイミングで適切に支援につながれない

結果，引きこもりに至るケースは少なくないと考えら

れる。中枢性統合の問題により全体像を把握すること

自体が難しかったり，あるいは援助要請スキルやコ

ミュニケーション能力の問題によって適切な支援機関

につながれないケースに対しては，まずは援助資源に

つながるための支援が必要と考えられる。

　地域支援について，日原（2018）28）は発達障害の支

援は生涯にわたって支援が必要となることから，医

療，保健，福祉，教育，行政などがtransdisciplinaryな
支援環境を構築し，ライフステージと生活環境から導

き出されるニーズに対応していく必要性を指摘してい

る。本田（2010）29）によれば，transdisciplinaryモデル

はクライエントもチームの一員であるとみなし，クラ

イエントに関わるキーパーソンを明確にし，キーパー

ソンがほとんどの領域を担うモデルとされる。そし

て，多職種は支援に必要な知識や技術をキーパーソン

になるスタッフに助言することで間接支援する多職種

超越型の支援とされている。発達障害の支援に関わる

地域の支援機関には，発達障害者支援センター，障害

者職業センター，就業・生活センター，就労移行支援

図１．成人の発達障害者の生きづらさと地域の援助資源
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事業所，就労支援拠点などがある。大塚（2014）30）は，

中でも発達障害者支援センターを中心に地域支援シス

テムを構築する必要性を指摘し，発達障害者支援セン

ターは県内全体の発達障害者支援のための政策的マネ

ジメントという間接的支援が求められると指摘してい

る。しかし，発達障害支援センターは「発達障害の可

能性や予後」「地域の医療機関」について知りたいと

いう情報収集が目的のものが中心であり，家族や関係

者からは「本人が理解するためには」という障害特性

の受け止めに関するものが中心となっている31）。ま

た，間接的支援を行う機関については地域差などもあ

ると考えられることから，間接的支援の仕組みづくり

が重要といえる。

　これまで見てきた「個人の生きづらさや特性」と，

「個人を対象とした訓練・介入プログラム」，そして

「地域の支援機関・援助機関」の関係性を図示したの

が図２である。ここで必要となるのが，「個人の生き

づらさや特性」の理解と，自身に必要な「地域の支援

機関・援助資源」をつなぐための支援である（図の

「？」）。「個人を対象とした訓練・介入プログラム」を

行う前段階として，まずは様々な領域における自身の

能力や特徴を把握したうえで，地域の援助資源に適切

につながり活用するための支援が必要となる。このよ

うなつなぎはこれまで個別支援の中で必要に応じてな

されていると考えられ，体系だった支援が行われてい

ない。また，個別支援の中で個々の支援者が考える支

援は支援者指導型となる可能性がある上，量的に数多

くの事例に対応する必要があるため，支援の質を適切

に担保することは容易ではない。したがって，これま

で各支援機関のキーパーソンが個々に行ってきた支援

をよりシステマティックに，かつ効率的にしていく必

要があると考えられる。

Ｅ．成人の発達障害者を対象とした地域の援助資源を

活用するためのプログラム

　生きづらさを抱える発達障害者を地域の援助資源に

つなげるに際して，援助要請研究を参照すると，援助

要請の生起過程には「自己問題への気付き」「問題の

重大性の評価」「自己の問題解決能力の査定」があり，

援助要請の意思決定過程が生起するとされている32）。

しかし，発達障害の場合，援助要請の意思決定過程に

至る前の３段階のいずれにおいても，上述の中枢性統

合の弱さという発達障害の特性による困難がある可能

性がある。

　したがって，まずは自己の生きづらさや問題につい

ての気付きを促し，それを全体像として可視化する必

要がある。発達障害の関連研究などでは自己理解が注

目されているが33），支援機関につながるためには，ま

ずは今の自分の生きづらさを理解して，その上で必要

な支援は何か，あるいはすでに受けている支援は何か

を明確にする必要がある。その際，冨永（2018）34）が

指摘するように医学的なアセスメントと生活環境のア

セスメントを含めた包括的アセスメントが必要となる

と考えられる。これに関して，海老澤（2015）９）は発

達障害またはその特性を有するか診断基準を満たさな

い診断閾下の発達障害の存在を指摘し，症状の改善，

安定した就労の継続という臨床的目的を達成するに

は，患者の呈する発達障害の特性が診断基準を満たす

かのみでなく，それがストレス要因や社会生活の障害

になっていないか見極めることが有用と指摘してい

個人を対象とした
訓練・介入
プログラム

個人の生きづらさ

や特性

図２．成人の発達障害者を地域につなぐ支援モデル
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る。したがって，医学的なアセスメントに関しては正

確な診断というよりは，まずはその傾向がどのくらい

強いかを把握することが有効であろう。さらに，生活

面のアセスメントとして，生きづらさが生じやすい就

労能力，生活能力，コミュニケーション能力などに関

するアセスメントが必要と考えられる。その上で，地

域の援助資源に関する環境側の情報を整理して提示

し，自分にとって必要な支援を理解することが有効と

考えられる。

Ｆ．本研究の目的

　以上より，本研究では成人の発達障害者が適切な支

援につながるために，症状や特性だけでなく生活スキ

ルも含めた包括的な自己理解を行うと同時に，地域の

援助資源や地域支援機関に適切にかつタイムリーにつ

ながるためのプログラムを開発することを目的とす

る。成人の発達障害者の生きづらさは実に多様であ

り，具体的な支援について画一的な方法論はない。し

かし，固有の問題を整理し，必要な地域の援助資源に

つながること自体を目的としたプログラムを行うこと

によって，個々の支援体制が構築されることが期待さ

れる。その際，DSM-5におけるASDのスペクトラム概

念に則り，発達障害者およびその傾向者を対象とす

る。

　また，水野ら（2018）11）は，ASDのプログラム修了

者の７割が，役立ったこととして「同じ障害を持つ人

に出会えた」ことを挙げており，安心して自分を育て

ることのできるコミュニティの必要性を指摘してい

る。また，田川他（2015）35）は成人高機能ASD者への

グループ支援の効果として，①ピアサポートによる心

理的安定の促進，②自己・他者や社会的文脈理解・自

己受容の促進，③現実生活への準備性の向上を示唆し

ている。したがって，本プログラムは集団によるグ

ループ形式を想定することとした。

２．プログラム開発

Ａ．プログラム開発の手続き

　プログラムを開発するために，まずはプログラムの

構成を検討した。目的に照らして，プログラムには地

域資源の情報提供をすること，自分自身の特徴を知る

こと，そして両者をすり合わせて自身に必要な地域資

源を検討することの３つのプロセスが必要と考えられ

た。そのコンテンツとして，自分自身を知るための素

材と地域資源に関する情報の２つの要素が必要とな

る。

　そのため，まずは自分自身を知るための素材となる

アセスメントツールの開発から着手した。「作業能力」

「生活能力」「対人関係能力」「こだわり傾向」「コミュ

ニケーション力」の５つの側面を，簡便に測定するた

めの成人のASD傾向者多面的評価尺度（MAAASD）

を開発した36）。これら５つの特徴をチャートにして示

し，自身の布置をマッピングすることにより，自身の

特徴を可視化することができると考えた。

　一方，地域資源に関する情報は改めて収集する必要

があった。行政の支援は基本的に全国どの自治体でも

行われているが，サービスの実態や支援機関同士の関

係性については地域差が大きいため，特定の地域を想

定した地域モデルが有効と考えられる。したがって，

本研究では，都内Ａ区に特化したモデルを開発するこ

ととした。医療領域（精神科医１名）・福祉領域（保

健センター・障害者基幹相談支援センター各１名）・

就労領域（障害者就労支援センター１名）・心理領域

（心理職２名）の計６名による専門家による連続講義

を実施し，その内容を元に地域資源の情報をまとめ

た。Ａ区モデルのプログラムを開発するため，講演者

の多くはＡ区内の支援機関で支援を行っている実践者

であった。いずれも成人の発達障害者の支援経験が豊

富であり，各々の立場から成人の発達障害者の支援の

実際について講義をしてもらった。なお，講義内容は

すべて録画・録音され，発表の際に使用した資料につ

いても今後のプログラム開発に使用することについて

承諾を得た。

　上記の２つの素材を元に自分を知るためのパート，

地域資源を知るためのパートを構成し，最後に両者を

すり合わせるパートを加え３回構成とした。その際，

上記の素材を第１著者が整理し，第１著者と第５著者

がそれらをまとめてプログラムとして構成し，すべて

のスライドにはプロトコルが作成された。しかし，こ

こまでは研究者の視点から作成したものとなるため，

内容のわかりやすさや表現の妥当性を当事者の視点か

ら確認する必要があると考えた。そこで，発達障害当

事者１名にプログラムの構成，プロトコルの確認を依

頼し，計２時間半にわたってコメントをもらい，指摘

をプログラムに反映した。全プログラムのデザインや

使用する言語を統一した上で，講演者６名と第２・

３・４著者に確認を依頼して，プログラムを完成し

た。



351成人の発達障害者を対象とした地域の援助資源を活用するためのプログラム開発

Ｂ．プログラムの構成と内容

　Ａのプログラム開発の手続きを経て，本プログラム

は表１のように構成された。以下では，各回の詳細を

流れに沿って説明する。

１．基礎知識編　基礎知識編には，一般論としての

発達障害の理解（「発達障害とは」），発達障害の支援

の方法論についての理解（「個人と環境」），自分自身

の発達障害の特徴の理解（「自分を知る－どんな困り

感があるか」）の３つのテーマが含まれた。

　発達障害者は，発達障害とは何かという一般的理解

が曖昧であることに加え，自分自身の発達障害の特性

についての理解が十分でないことがある。そのため，

まずは一般的な発達障害に関する基礎知識の理解が必

要と考えた。具体的には，発達障害の歴史から，概念

の変遷，発達障害の主な疾患を取り上げてその特徴を

示す。また，症状＝診断ではないことや，個人の実態

は様々な症状が混在しているため，診断名で語られる

ほどシンプルではないことを説明する。発達障害は症

状が多彩であり，症状や特徴の表れ方には個人差が大

きいため，自分自身の発達障害の特徴について理解を

深めるためにはまずはこれらの一般的な発達障害の種

類や特徴を大枠で理解し，自身の特徴を相対化する素

地を作る必要があると考えた。

　さらに，本研究は発達障害者が生きづらさを軽減す

ることを目的とすることから，そのための方法論を提

示する必要がある。自己理解を促すような支援プログ

ラムは多々あるが，それらはいずれも個人側へのアプ

ローチとなる。これは伝統的な臨床心理学の支援モデ

ルといえるが，ともすると個人が社会に適応すること

を強いることになる可能性がある。しかし，コミュニ

ティ心理学のアプローチでは，個人を取り巻く環境と

の接点で生きづらさを理解することが有効と考えられ

ている37）。したがって，発達障害の支援の全体像を「個

人と環境」という形で提示し，個人側へのアプローチ

だけでなく，地域資源を適切に活用するアプローチの

重要性を示す。その際，症状を有していても，環境の

援助資源を活用することによって生きづらさが軽減す

ることを示唆する。

　基礎知識編には，発達障害の一般的理解だけでな

く，自分自身の特徴や生きづらさを確認するために

「自分を知る」ワークを導入する。「自分を知る」ワー

クでは，MAAASDを用いて自身の傾向を把握すると

ともに，その特徴をチャートとして可視化する（図

３）。チャート上に，MAAASDの「作業能力」「生活

能力」「対人関係能力」「こだわり傾向」「コミュニケー

ション力」の５因子について各々の特徴をプロット

し，①自身の変えたいところまたは困っているところ

はどこか，②これまでどんな対処をし，どんなサポー

トを得てきたかを検討する。なお，MAAASDは自己

記入式であり，発達障害傾向によってセルフモニタリ

ングがうまく働かない場合には，自己記入式の精度は

低い可能性がある。同じ質問紙を支援者や周囲の人に

実施し，本人と他者評価のずれを検討することに臨床

的な意味がある。そのため，プログラム参加時に最初

期のデータを収集することで，今後関係機関間でやり

取りをするための共通言語となると考えられる。

　なお，MAAASD自体は自己記入式の尺度であるが，

ワークそのものはスタッフとの交流の中で丁寧に進め

ることが有効と考えた。そのためには，スタッフが参

加者の背景や状況をより詳細に理解する必要があるた

め，フェイスシートを作成した。シートには以下の項

目が含まれる（性別，家族構成，最終学歴，職歴，精

神科通院歴，健康状態，医療機関以外の相談状況，普

段困った時に周囲に相談しているか，過ごし方，現在

の困り事，現在の生活満足度）。フェイスシートを用

いて他者とやり取りする中で，これまでの生きづらさ

の経緯や現状を，参加者自身が客観視できることをね

らいとした。

表１．プログラムの構成と内容

回 構成 講義 テーマ

第１回 Ⅰ．基礎知識編

① 発達障害とは

② 個人と環境

③ 自分を知る－どんな困り感があるか

第２回 Ⅱ．地域の援助資源編

① 医療にできること

② 自分に合った働き方

③ 生活での困りごと

第３回 Ⅲ．自分に活かす編

① 心理的援助

② Ｑ＆Ａ

③ 振り返り
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　最後に，発達障害者の困り感への対処について，一

般論のレベルで様々な方略を提示する。それによっ

て，症状が多彩であることを認識するだけでなく，

様々な工夫ができること，さらには，自分だけではな

く，多くの人が形は違っても同じような生きづらさが

あることを共有することができると考えた。

２．地域の援助資源編　地域の援助資源には，医療

領域に関する情報を提供する「医療にできること」，

就労に関する情報を提供する「自分に合った働き方」，

福祉領域に関する情報を提供する「生活での困りご

と」の３つのテーマが含まれた。各々のテーマを単発

で実施するプログラムや各々の知識やスキルを獲得す

るプログラムはこれまでにも開発されているが，本プ

ログラムは各領域に関する総論的な情報提供を包括的

に行うものである。

　「医療ができること」として，診断を出すことと，

薬物療法，非薬物療法を明示し，それ等の介入によっ

て健康状態を改善したり，心身機能や活動を改善させ

ることが大きな役割であることを示す。具体的な疾患

としては，ASDと注意欠如・多動症（Attention-deficit 
/Hyperactivity Disorder：ADHD）， 限 局 性 学 習 症

（Specific Learning Disorder：SLD）を取り上げる。

　「自分に合った働き方」として，キャリアガイダン

スの構造を示したうえで，働き方の多様性や障害者雇

用促進法など，社会の枠組みを提示する。一方で，働

く側にも準備性が求められており，生活習慣，労働習

慣の把握の他，自分を知ること（自己理解），相手を

知ること（企業・職業理解）の重要性に加え，支援を

上手に使うための戦略と戦術も含める。

　「生活での困りごと」として，都内Ａ区を例に生活

支援の仕組み全体を提示する。生活支援には様々な支

援窓口がある一方で，「何をどこに相談したいかがあ

いまい」な場合と，「相談したいことがある程度明確

な場合」に分けて，情報を整理して示す。また，後者

については，相談したいことに応じた相談窓口提示す

るとともに，具体的な生活のしづらさを，「相談支援」

「医療サービス」「自立するために」「くらしの保障」「地

域の事業」の５つに分けて具体的な事業や行政のサー

ビスを提示する。

　以上の３つのテーマを扱ったうえで最後に，発達障

害傾向による生きづらさを抱えながら生きるために

は，地域にある多様な援助資源を使い，地域や関係者

などのソーシャルサポートネットワークをうまく使う

ことの重要性を明示する。

３．自分に活かす編　最後に，基礎知識編における

自分自身の発達障害の特徴やその対処状況を確認した

うえで，「地域の援助資源編」で得た情報をすり合わ

せることを目的に，「自分に活かす編」を設定した。「自

分に活かす編」には「心理的援助」「Ｑ＆Ａ」「振り返

り」の３つが含まれた。

　本プログラムの根底には，発達障害者の生きづらさ

があるが，その生きづらさ自体をケアする役割を担う

のが「心理的援助」である。医療・就労・福祉など必

要な支援につながれば，個々の問題は軽減したり，消

失することが期待されるが，そもそもそのような複合

的な難しさを抱えながら生活する大変さや，人として

のアイデンティティという次元における葛藤がある。

心理的援助はそのような状況にある発達障害者に寄り

添い，そこから自分らしい生活や生き方を確立するた

めの支援を行う。プログラムでは，心理的支援とは何

かを明示するとともに，「心理アセスメントとフィー

ドバック」「個別具体・日々の生活支援」「抽象的・人

生レベルの支援」に分けて，具体的な心理的援助のあ

り方を提示する。これは発達障害者の生きづらさに対

するノーマライゼーションであると同時に，生きづら

さに対する支援があることを示すものである。また，

心理的援助も地域の援助資源であることから，心理的

援助の種類や援助機関の探し方を示す。

　「地域の援助資源編」と「自分に活かす編」の心理

的援助までが，発達障害者が得られる地域の援助資源

といえることから，ここまでインプットされた情報を

整理したり，補足的に伝えておくべき重要点を「Ｑ＆

Ａ」としてまとめて提示する。具体的には，「“発達障

害”の法的意味と医療的意味」「診断の意味」「働く際

に障害をオープンにするかどうか」「手帳を持つとい

うこと」「地域支援を受ける条件」について解説する。

　最後に，「基礎知識編」の最後に実施した「自分を

知る」ワークに立ち返り，自分自身の現状に即して，

「地域の援助資源編」の資源の必要性について検討す

る。その際，自分の特徴の中で特に検討したい点を特

定して，それについて，個人でできそうなことと，環

境に求めたいことを検討し，具体的なアクションプラ

ンを立てるところまでを行う。

３．パイロットスタディ

Ａ．調査目的

　２で開発したプログラムを実装するに際し，その有

効性の確認や課題を検討するために，パイロットスタ

ディを行うこととした。なお，上述のように，本プロ
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グラムは発達障害者およびその傾向を有する人にも活

用できることを意識して開発された。発達障害の診断

閾下の人には特有の難しさもあるが38），本調査ではま

ずはプログラムの中心的なテーマとなっているASDの

診断を持つ人を対象にプログラムを実施し，その効果

評価を行うことを目的とする。

Ｂ．調査方法

１．調査手続き　2019年８月，筆頭発表者の所属機

関の教室で，１～２週間の間隔を空けて３日間に渡っ

て実施した。１回の中には３つのテーマが含まれてい

ることから，所要時間は３時間半で設定した。講義時

間は集中力を考慮し35分とした。その後20分間のシェ

アリングを行うことを基本構成とし，テーマ毎に10分
間の休憩を入れた。なお，スタッフは９名（第１著者，

第２著者の他，第５著者を含む臨床心理学専攻の大学

院生７名）で構成された。

２．調査協力者　第２著者の紹介で，ASDの診断を

持つ成人男性４名（平均年齢40.0才）から協力が得ら

れた。調査協力者の詳細を表２に示す。

３．調査内容　事前アンケート調査により，基礎情

報（年齢・就労状況・障害や診断含む），ASD尺度

AQ-J39），ADHD尺度ARSR40），精神健康度K641），主観

的幸福感SHS42）について回答を求めた。また，全講義

終了後の最終回には，事前アンケートと同じ尺度を実

施した。さらに，第１回には，MAAASD36）を実施し

た。

　発達障害傾向の強さを測定するために，栗田ら

（2004）39）が開発したAQ-J（日本語版Autism-Spectrum 
Quotient–Japanese version）を使用した。AQ-Jはソー

シャルスキル，注意の切り替え，細部への注目，コ

ミュニケーション，想像力の５つの下位尺度から構成

され，「確かにそうだ（１点）」「少しそうだ（１点）」「少

しちがう（０点）」「確かにちがう（０点）」の４択の

２件法で求めた。

　ADHD傾向の強さを測定するために，WHOによっ

て開発された成人期のADHD自己記入式症状チェック

リストであるASRS-1（Adult ADHD Self Report Scale, 
Adler, et al., 2003）40）を使用した。ADHDに該当する症

状を有している可能性を示唆する６項目について，

「全くない」から「非常に頻繁」までの５つの選択肢

から該当するものを選択し，項目によって症状のあ

る・なしが判別される。

　精神健康度を測定するためにK641）を使用した。K6
はうつなどの精神疾患をスクリーニングする目的で作

成された尺度で，過去１ヶ月に「神経過敏に感じまし

たか」等の６項目から構成される。「いつも（4）」か

ら「まったくない（0）」までの５件法で測定され，

合計点（０～24点）が精神健康度として使用された。

　主観的幸福感を測定するために日本語版SHS42）を使

用した。SHSは４項目からなる尺度であり，解答は７

件法で１点から７点として集計し，SHS得点としては

４項目の平均値を用いた。

　生活能力・就労能力も含めた多面的評価を行うこと

を目的に，MAAASD36）を使用した。本尺度は，作業

能力，生活能力，対人関係能力，こだわり傾向，コミュ

図３．自分と環境を知るシート
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ニケーション能力の５因子28項目から構成され，「そ

うではない（ちがう）（１点）」「どちらかといえばそ

うではない（ちがう）（２点）」「どちらかといえばそ

うである（３点）」「そうである（４点）」の４件法で

回答を求めた。

　毎回の終了時にアンケートを実施し，関心の高さと

理解度などに関する12項目について評定を求めた（設

問例：新たな発見があった，講義の目的がしっかりと

伝わってきた，自分の考えが整理できた）。さらに，

自由記述で参加回の感想を求めた。最終日には上記に

加えてK6とSHSを実施するとともに，スタッフが感

想の聞き取りを行った。加えて，事後の長期的な効果

と振り返りを行う目的で，２名には３か月後に１時間

のフォローアップインタビューを行った。インタ

ビューガイドには，プログラムに参加した感想や改善

点が含まれた。

４．倫理的配慮　本研究は筆頭発表者の所属機関の

倫理審査を受けて実施された。参加の任意性と守秘義

務について説明し，同意書を得た。

Ｃ．結果

　アンケート調査からは３日とも参加者は十分な関心

を持ち，内容を理解していたことが確認された。K6
とSHSの事前事後について対応のある t 検定を実施し

たところ，統計的に有意な変化は認められなかった

（結果は表２参照）。また，毎回後のアンケートの自由

記述と最終日の感想の聞き取り，フォローアップイン

タビューのデータを元にプログラム体験について，

KJ法を援用して分析を行った。その結果，164の概念

が抽出され，【公的な情報収集と活用の難しさ】【情報

収集と活用の現状と課題】【プログラムの必要性】【プ

ログラム当日の体験】【プログラムの適切な運用に向

けて】の５つのカテゴリにまとめられた（カテゴリの

詳細は表４参照）。さらに，これらの結果を図示した

ものを図４に示す。

　結果より，プログラム参加前の体験として，【公的

な情報収集と活用の難しさ】があることが示唆され

た。これについては，「行政で教えてくれないことも

多い」「行政の対応がつっけんどん」などの行政の対

応の問題の他，情報はあっても「制度の使い方の指南」

などが必要とされており≪行政から制度情報の発信不

足≫が窺われた。しかし一方で，「面接で困りごとを

説明できないと資源が限られる」「発達特性もあり情

報網が発達していない」など≪ASD者の障害特性ゆえ

の制度（情報）利用の難しさ≫もあることが窺われた。

このような状況にあって，【情報収集の活用の現状と

課題】が指摘された。これには，「地域格差がある」

など＜情報格差の現実＞あることや，「当事者会は情

報を入手する場として機能している」など＜情報収集

ルートの不安定さ＞が含まれていた。

　このような現実の中で【プログラムの必要性】が指

摘された。必要とされるポイントとしては，ASD傾向

により人間関係が乏しいためプログラムへの参加に

よって≪今後のために社会とのつながりを作る必要

性≫，支援者の抱え込みがある中で≪当事者の自己決

定の重要性≫，地域資源の知識がないと経済的な損失

につながるなど≪情報格差のマイナス≫があることか

ら，支援者としての専門職に共通事項として理解して

もらうべきなど≪支援者の連携の必要性≫，障害理解

がきちんとなされていない現状に対して≪支援者と当

事者の理解の充実≫が挙げられた。前者３つは当事者

表３．プログラムの１回の流れ

Time 内容

15分 本日のアウトラインの説明

35分 テーマ①について講義

20分 シェアリング

10分 休憩

35分 テーマ②について講義

20分 シェアリング

10分 休憩

35分 テーマ③について講義

20分 シェアリング

20分 振り返りとアンケート記入

表２．参加者の概要

年齢 性別
婚姻
状況

同居状況 学歴 就労状況 診断名
AQ21
(ASD)

ASRS
(ADHD)

K6 SHS
(幸福感) MAAASD

事前 事後 事前 事後 作業能力 生活能力 対人関係能力 こだわり コミュニケーション

Ａ 30代 男性 独身 生まれ育った家族と同居 専門学校 就労中 自閉症スペクトラム 15.00 3.00 13.00 16.00 4.00 4.75 3.29 3.00 1.57 1.67 2.50

Ｂ 40代 男性 独身 一人暮らし 大学院 就労中
アスペルガー障害
/ うつ 15.00 4.00 19.00 17.00 3.25 5.67 3.00 2.70 1.60 2.00 2.25

Ｃ 30代 男性 独身 グループホーム 大学 就労中 自閉症 20.00 2.00 9.00 6.00 6.00 5.25 3.29 2.43 2.14 3.33 3.50
Ｄ 40代 男性 独身 生まれ育った家族と同居 専門学校 未就労 ADHD / ASD 10.00 4.00 13.00 12.00 2.00 2.30 3.00 3.00 2.86 1.00 2.50
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表４．プログラムの参加体験に関する質的分析

【カテゴリ】 ≪サブカテゴリ≫ ＜ラベル＞ 「概念」例

公的な情報収集と活用の難しさ

行政からの制度情報の発信不足 社会資源の得難さ
行政の情報提供の問題
資源を使うための手続きの煩雑さ

社会資源を体系的に学べるところがない
行政で教えてくれないことも多い
行政からは情報が整理されて出てこない

ASD者の障害特性ゆえの難しさ 情報を得て活用するためのスキルやエネルギーが必要
特性由来の情報入手の難しさ

面接で困りごとを説明できないと資源が限られる
発達特性もあり情報網が発達していない

情報収集と活用の現状と課題

情報格差の現実 地域格差への対応 地方によっては対応が進んでいる

情報収集ルートの不安定さ 当事者会の役割
当事者会自体の問題

当事者会は情報を入手する場として機能している
当事者会のあり方を模索

プログラムの必要性

今後のために社会とのつながり 将来のために人間関係を作っておく必要性
縦断的な支援の必要性

発達障害者にとって職場が社会のすべてである危うさ
支援の分断への対処として資源を作る

当事者の自己決定の重要性 自己決定の必要性
支援側の目論み

主体的に使うことの重要性
支援者の考えで環境を作られる囲い込みの問題

情報格差のマイナス 情報を得られない損失 地域資源の知識を知らないと経済的な損失につながる

支援者の連携の必要性 連携の必要性
支援者間の共通理解の必要性

支援者同士が今後の見通しを立てるための連携が必要
専門職に共通事項として理解してもらうべき

支援者と当事者の理解の充実 発達障害の複雑性の理解 脳機能障害というより神経発達の非定型という理解

プログラム当日の体験

プログラムの企画について 開催の日時について
スケジュールについて
場所について
回数について

開始時間は午後を希望
複数回に分けて開催しテーマ毎に参加できるとよい
場所は良かった
３回でちょうどよい

当日の実施の仕方や内容について 時間の構造について
場の構造について
内容の構造について
担当者制について
ワークシートについて
情報提供について

時間はやや長いが休み時間があれば問題ない
レイアウト変更は気にならなかった
発言の機会が構造化されているのがよかった
担当者が具体的に聞いてくれてわかりやすかった
視覚情報があってやりやすかった
ネガティブな情報も教えてほしい

プログラムを受けての感想・学び 自分が生きる社会について考えたこと
特性について考えたこと
自己の振り返り
貴重な機会

福祉サービスや医療は機能分化しすぎ連携がうまくいかない
自分の特性を知って、人に話すことが大切
ワークシートは初めてで自分のことを整理できた
滅多にない機会でよかった。プラスの経験だった

プログラムの適切な運用に向けて

when いつ受講すべきか 内容によって受講すべきタイミングが違う

whom 家族
支援者
グレーゾーンの人
診断後の人
グルーピングの方法

保護者が発達障害を受け入れない
支援者も他人ごとではないことを伝えながら話す
グレーゾーンの人にどうアクセスするか
診断前後が適切
年代別でグループを作る

how プログラム運営の工夫
グループワークのメリット
グループを活かす展開
１対１のワークの可能性
ワークシートの良さ
心理教育としての提供

行政のサービスの変化にキャッチアップする
時間の調整や休憩
雑談する時間があるとよい
１対１の良さ
ワークシートで自分を客観視できる良さ
診断を受ける段階で心理教育プログラムを提供する

who 提供者 PWSとCP

what 正確な情報と資源の活用方法の提供
当事者会の限界の補足や代替
心理支援の情報の充実
心理療法に関する情報へのニーズ
就労に関する情報へのニーズ
その他の情報へのニーズ
困りごとを整理するワーク

資源の情報や存在以上の手続きに踏み込んでいない
当事者会に求めている機能をプログラムに入れる
トラウマケアの必要性
心理療法の情報がもっとほしかった
就労部分の内容をもっと掘り下げてほしかった
コンサルテーションの情報がもっとあってもいい
困りごとを整理をするワークを入れる

プログラムへのつなげ方 支援の入り口での展開
当事者会での提供

保健所・クリニック・福祉センター等の初期窓口
当事者会への展開

プログラムの発展 展開の拡がり
地方への対応

情報をデータベース化して公開してほしい
地域格差を超えた共通点を抽出し適用範囲を拡げる
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の必要性であるが，後者２つは支援者側の課題に基づ

く必要性といえる。

　その上で，【プログラムの当日の体験】については，

＜開催の日時＞，＜スケジュール＞，＜場所＞，＜回

数＞など≪プログラムの企画について≫は概ね問題が

ないという意見が得られた。また，各回の≪当日の実

施の仕方や内容について≫は，＜時間の構造＞，＜内

容の構造＞の構造を明確化し，それを度々可視化した

ことについては良好な評価であった。＜場の構造＞，

＜担当者制＞についてもよい評価を得たが，「担当者

が具体的に聞いてくれてわかりやすかった」というコ

メントがある一方で，「担当者の質を確保する上での

問題がありそう」との指摘もあり，今後の運用の際に

は質の担保が課題となるという指摘も見られた。ま

た，＜ワークシート＞＜情報提供＞については，「心

理師の補助があれば書ける」「問題がどの項目に関連

しているかの区別が難しかった」など実施上の工夫の

必要性も指摘されたが，「書くことで見栄を張らずに

考えることができた」というコメントも見られた。

＜情報提供＞については，「情報は既知だったが，ま

とめて教えてもらえたのはよかった」など既に知って

いる情報である部分もありながら，その再確認になっ

たというコメントや，「情報のエビデンスを示してほ

しい」「ネガティブな情報も教えてほしい」など情報

提供の仕方の工夫の必要性も示唆された。≪プログラ

ムを受けての感想・学び≫では，「社会は人と人の繋

がりからできていると解釈できた」など＜自分が生き

る社会について考えたこと＞についてコメントが得ら

れた。また，自分自身に関しては「自分の特性をまず

知って，それを人に話すことが大切だと思った」など

自身の＜特性について考えたこと＞，「ワークシート

はこれまでやったことがなく，自分のことを整理でき

て良かった」など＜自己の振り返り＞に役立ったとい

うコメントがあった。このような環境や自己の振り返

りを通して，「自分の苦労したことが分り，特性や自

分が受けてきた支援はどういう仕組みになっていたか

よく見つめ直せる機会になった」「プラスの経験だっ

た」など＜貴重な機会＞という認識が得られた。

　今後の【プログラムの適切な運用にむけて】につい

てもコメントが得られた。「内容によって受講すべき

タイミングが違う」などタイミングに関わる指摘

（≪when≫），＜家族＞＜支援者＞＜グレーゾーンの

人＞＜診断後の人＞など適切な対象者や，年代別・女

性・引きこもり等＜グルーピングの方法＞についても

指摘が得られた（≪whom≫），また，実施方法につい

ては（≪how≫），「プログラム費用の負担」など＜プ

ログラム運営の工夫＞，＜グループワークのメリット

＞，「グループの交流があるとよい」など＜グループ

を活かす展開＞，＜１対１のワークの可能性＞，自分

を客観視できる良さなど＜ワークシートの良さ＞など

についてコメントが得られた他，「医療で診断を受け

る段階で心理教育プログラムを提供する」「病院モデ

ルではなく，検査と心理教育をセットにする」など＜

心理教育としての提供＞など方法論についてのコメン

トが得られた。

　また，実施者については（≪who≫），精神保健福

図４．プログラム体験の分析結果
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祉士や心理職などが適任として挙げられた。コンテン

ツについては（≪what≫），＜正確な情報と資源の活

用方法の提供＞，「当事者会に求めている機能をプロ

グラムに入れる」や「行政と当事者間の情報確認」な

ど＜当事者会の限界の補足や代替＞が求められてい

た。また，＜心理支援の情報の充実＞の他，「トラウ

マケアの必要性」「身体感覚に気づくことの重要性」

など内容へのコメントや「マインドフルネスの活用」

など具体的な＜心理療法に関する情報へのニーズ＞も

見られた。また，「就労部分の内容をもっと掘り下げ

てほしかった」「地域企業とのつながりという視点が

あると良かった」など＜就労に関する情報へのニー

ズ＞が見られた他，「コンサルテーションの情報が

もっとあってもいい」「投薬の情報があってもいい」

など＜その他の情報へのニーズ＞も得られた。また，

＜困りごとを整理するワーク＞については，「問題の

整理の重要性」「言語化の支援」などに関する言及も

見られた。

　≪プログラムへのつなげ方≫については，「保健所・

クリニック・福祉センターなどの初期の窓口」「各医

療機関からリファーにより実施」や発達障害者支援セ

ンターでの実施など＜支援の入り口での展開＞や，

「当事者会の合同イベントでの展開」など＜当事者会

での提供＞などが提案された。≪プログラムの発展≫

としては，「情報をデータベース化して公開してほし

い」など＜展開の拡がり＞や，「地域格差を超えた共

通点を取り出して適用範囲を拡げる」など＜地方への

対応＞に関するコメントが得られた。

Ｄ．考察

１．現状に基づいたプログラムの意義　感想やイン

タビューの結果より，ASD者は公的な情報収集の難し

さにより地域の援助資源をうまく活用できていないこ

とが示唆された。行政の情報の把握や理解の難しさは

誰にとってもありうるが，特にASD者の場合，自分の

困っていることを人に伝えることの難しさ，対人関係

の難しさから情報網の乏しさがあることから，その

ニーズはより高いと考えられる。結果的に，情報の地

域格差があったり，人によっては当事者会から情報を

得るなど，得ている情報にばらつきが大きいことが示

唆された。地域の援助資源の知識がないことによる経

済的な損失があるという指摘もあり，情報格差のマイ

ナスの影響は少なくないと考えられる。したがって，

丁寧なコミュニケーションの中で生きづらさの言語化

を支援するとともに，その全体像を整理する必要性が

示唆された。

　一方，支援につながっている場合にも，支援者によ

る囲い込みのような現象が起こるとの指摘も見られ

た。ASD者が支援者から支援を提供されるという形で

なく，プログラムを通して自分自身で自分の生きづら

さを理解すると同時に，必要な地域の援助資源も理解

して自己決定していく場となり得ることが示唆され

た。また，ASD者は生涯にわたる支援を必要とする可

能性があるが，グループ形式のプログラムへの参加が

将来のための人間関係の形成の場として機能し得るこ

とが示唆された。

２．プログラムの効果と改善点　プログラムについ

ては基本的に高評価が得られ，自分自身や社会につい

て考える機会になったことが示唆された。中でも，

ワークシートの活用が自己理解に有効であることが示

唆され，「書くことで見栄を張らずに考えることがで

きた」というコメントからは正直に自分に向き合うこ

との意義が示唆された。また，今回の実践では１回目

のセッションを終了した段階で，一人の参加者に２名

のスタッフが固定的に担当する担当者制に変更した。

これは全体でのシェアリングの前に，個々人の体験に

基づいて自己理解を深めるために，特定の担当者とイ

ンテンシブなやり取りを重ねることを意図するもので

あったが，ワークシートについては「心理師の補助が

あれば書ける」というコメントがあったことから担当

者制の意義が示唆された。ただし，今後の展開につい

て，「担当者の質を確保する上での問題がありそう」

との指摘もあり，今後はプログラムとしての質の担保

が課題といえる。これはこのプログラムを，今後，ど

こでどう持続的に運営するかという課題でもあるとい

えよう。また，情報提供については肯定的なコメント

が多かったが，エビデンスやネガティブ情報の必要性

など，情報としての確かさや豊かさを高める必要があ

ると考えられる。

　一方，対象者としては家族，支援者，グレーゾーン

の人，診断後の人など複数の可能性が示唆された。ま

た，医療で診断を受ける段階や，その後のフォローで

心理教育として実施することなどが提案された。場と

しては，保健所・クリニック・福祉センターなど支援

の入り口や当事者会などが提案された。さらに，情報

のデータベース化や，共通点を取り出して地方に対応

するなど発展の方向性も示唆された。

　実施者についてはPSWや心理職という意見が見ら

れたが，心理支援情報の充実を望むコメントや心理療

法に関する情報へのニーズも見られたことから，心理
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職が実施する意義はあると考えられる。他にも，就労

や地域企業とのつながりなどの情報のニーズやコンサ

ルテーションや投薬などの情報を盛り込む必要性も示

唆されたことから，これらを今後どう反映するかにつ

いて検討が必要と考えられる。

４．総合的考察

Ａ．本研究で得られた知見

１．本研究の位置づけと意義　本論でははじめに，

成人の発達障害者の生きづらさは，就労や生活，家庭

や結婚などライフステージの中で顕著となることを指

摘した。特に，成人後期のライフステージには長期に

わたる自宅閉居や，近年注目されている80・50問題に

つながる可能性を提示し，生涯に渡って必要な地域の

援助資源につながる必要性を指摘した。先行研究か

ら，これまではリワークやデイケア，リハビリテー

ションなど成人の発達障害者を対象とするグループ・

個別支援が行われてきたことを確認した。これらの支

援は特定あるいは包括的な知識やスキルなどを訓練・

介入プログラムとして提供する個人支援モデルと捉え

た。このような個人支援モデルは有効ではあるが，環

境の資源を知り，それを使っていけるようになること

も必要である。特に，成人の場合，その後の人生を考

えると，ライフステージを通して住み慣れた地域の中

で一貫した継続性のある包括的支援が有効と考えられ

る。このように個人と地域の援助資源をつなげる支援

を地域支援モデルと捉えた。近年，地域支援モデルに

関する研究も行われているが，成人の場合には個人が

支援の必要性を感じたタイミングで，必要な支援機関

に自らつながる必要があるため，成人が自分自身の生

きづらさの現状を多面的に理解し，必要な援助資源に

つながるための支援が必要と考えられた。特に，ASD
者は中枢性統合の弱さにより全体像を把握したり，優

先順位を付けるなどの整理の難しさがあるため，特定

の訓練につながる前段階となる地域支援モデルが必要

と考えられた。

　このような地域支援モデルの必要性については，本

研究のパイロット調査でも裏付けられた。特にASD者

は対人関係の難しさによる情報源の乏しさに加え，

困っていることを伝えることの難しさもあるため，情

報収集自体に困難があることが窺われた。結果的に情

報格差が生じており，それによる損失も指摘された。

一方で，支援につながっている場合にも，情報に偏り

があるという課題があり，特定の支援につながってい

ることによって，より幅広い支援の可能性が閉ざされ

てしまう可能性も示唆された。近年，発達障害につい

ては法整備や支援機関も設立されており，公的な支援

は充実しつつあるが，一方で，それらの支援につなが

ること自体の難しさへの支援は看過されてきたと考え

られる。社会に援助資源があっても，必要な援助資源

に，必要なタイミングに適切にアクセスできなければ

生きづらさはなくならないであろう。本研究では，こ

のような個人の生きづらさと社会の援助資源をつなげ

る機能を持つプログラムを開発した。このようなつな

ぎのプロセスはこれまでは個別支援の中で適宜行われ

ていたと考えられるが，本プログラムの開発により体

系だった支援を行うことが可能となると考えられる。

２．プログラムの特徴　本プログラムは上述のよう

に個人の生きづらさと地域の援助資源をつなぐことを

目的に開発された。その際に重要となるのは，個人の

生きづらさを多角的に理解し，他者に伝えることであ

る。しかし，ASD者の場合，中枢性統合の弱さにより

問題の全体像を把握することの難しさに加え，コミュ

ニケーション力の乏しさにより困っていることを人に

伝えることの難しさがある可能性があると考えられ

た。そのため，本プログラムでは支援者を担当制とし，

MAAASDや自分と環境を知るシートを用いて個々人

の生きづらさを聞き取る中で多面的に把握し，地域の

援助資源について一緒に検討することとした。パイ

ロットスタディでは，支援者との丁寧なコミュニケー

ションの中で，自身の生きづらさの言語化が促進され

ることが示唆された。生きづらさに向き合うことは心

理的な抵抗もあり得るが，支援者のサポートを得なが

ら，フェイスシートやMAAASDなどのツールを用い

て，自分自身の全体状況をバランスよく客観視するこ

とができたと考えられる。

　地域の援助資源については，Ａ区という特定の地域

で実践を行っている支援者の情報を元に，医療，就労，

福祉，心理など幅広い情報を収集した。これらの多様

な情報を個人の生きづらさに基づくニーズとつなげる

際に重要となるのは，ASD者が自己決定することであ

る。髙橋（2020）６）が，近年の障害者関連の法改正に

基づき，政策の基本理念は恩恵から権利へ，同化・隔

離から共生・包摂へ，個人モデルから社会モデルへと

転換されたと指摘しているように，当事者が自分自身

の症状や特性と，地域の援助資源を理解し，自分自身

で支援のネットワークを構築できることが望ましい。

そのためには，自分自身の適切な理解と地域資源の正

確な情報が必要であり，本プログラムはこれらを提供



359成人の発達障害者を対象とした地域の援助資源を活用するためのプログラム開発

する機能を有していると考えられる。その際，単なる

情報提供にとどまらず，上述の支援者の丁寧な関わり

により，自らが必要な支援を自己決定する場となりう

ると考えられる。

３．プログラムの展望　プログラムの今後の活用可

能性として，ASD者の当事者だけでなく，支援者への

必要性も示唆された。発達障害の認知や情報源を調べ

た荒木田ら（2019）43）の調査では，発達障害児者と関

わる可能性があると考えられる教育関係職や保健医療

職においては発達障害という言葉は認知しているもの

の，対応に関する認知はそれぞれ63.9％，42.9％であ

ることが示されており，支援者の理解や知識を高める

必要性があると考えられる。特に，成人の場合には，

生涯にわたる地域社会での支援が必要であることか

ら，支援者がネットワークを構築することが有効と考

えられる。支援者がプログラムに参加することによっ

て，ASD者について共通の理解を持ち，支援機関が相

互の地域資源を知ることで，有効な連携関係を築くこ

とができると考えられる。また，支援者の他にも，プ

ログラムの対象者として家族，グレーゾーンの人，診

断後の人など複数の可能性が示唆されたことから，今

後これらの対象者に向けた実施についても検討するべ

きであろう。

　また，本プログラムは都内Ａ区モデルとして開発し

たため，地域性を考慮したローカルな価値があると考

えられる。法律や行政の政策や手続きの変更も想定さ

れることから，常に情報をブラッシュアップする必要

はあるが，それによって特定の地域に密着した支援モ

デルを持続的に構築することができる。今後，より多

くの地域モデルのプログラムを開発することにより，

地域の独自性を反映したローカルなプログラムが発展

することが期待される。一方で，支援の枠組みや内容

には一定の共通性もある。したがって，やや内容は浅

くはなるものの地域を超えた支援の共通項を抽出し

て，普遍的なモデルを作成する方向性もあると考えら

れる。

Ｂ．本研究の限界と今後の課題

　本研究はプログラムを開発するとともに，パイロッ

トスタディを行うことによりプログラムの精緻化を

図った。しかし，パイロットスタディの協力者の多く

はいずれもASDの診断を得て一定の援助資源につな

がっていた。それによって，支援につながっている人

にとってのプログラムの有効性を確認することができ

たものの，得られた知見には一定の偏りがある可能性

がある。また，今回は協力者数も限られていたことか

ら，今後は対象人数を増やすとともに，グレーゾーン

といわれる診断閾下の発達障害傾向者にも幅広く実施

し，プログラムの有効性について検証する必要があ

る。

　今後の課題の一つとして，成人の発達障害者を対象

とするプログラムのグループ形成について検討する必

要性が挙げられる。中岡ら（2020）13）は，グループを

実践する上で，集団力動への配慮やスタッフ個人のコ

ミュニケーションスキル・対人関係の癖なども考慮に

入れなければならないと指摘し，特性の強さや極度の

対人緊張などのため，グループ参加が可能かどうか試

行・評価を要する人のために，受け皿プログラムを実

施している。また，発達障害に対する専門プログラム

の報告を行っている水野ら（2018）11）は，その課題と

して，グループの形成と成員の均質性を挙げており，

状態や障害特性を考慮に入れたより細かな集団の形成

の必要性を指摘している。グループ形式には，グルー

プメンバー間の対人接触と相互作用の意義は高いと考

えられるが，その難しさもある。パイロットスタディ

では，スタッフによる担当制を導入することによっ

て，インテンシブな関わりの中で理解を深める工夫を

行ったが，参加者同士の交流を求める意見も見られ

た。今後は特定のカテゴリでグルーピングするなど，

グループワークの力を活かす工夫も必要となる。

　また，今後はプログラムのコンテンツの改善を図る

だけでなく，プログラムにつながるまでの動線を作る

必要がある。パイロットスタディの結果より，医療で

診断を受ける段階や，その後のフォローアップ，保健

所・クリニック・福祉センター，当事者会など複数の

具体的な窓口が提案された。特に，診断を受けたばか

りの人の場合には，問題の認識が断片的であったり，

障害へのスティグマにより援助要請に至らない可能性

もある。すぐに支援につながらなくても，必要な時の

ための基礎知識を備えておき，必要となったタイミン

グで援助につながるきっかけとなることが期待され

る。特に，成人の発達障害の場合，診断時だけでなく，

ライフステージの移行やそれに伴って生きづらさを感

じる経験は今後も生じうることから，これからも繰り

返し援助要請の必要性に迫られる可能性がある。原田

（2019）44）は，発達障害のある学生は就労の継続が困

難である場合が多いことや，ある程度順調に就労を継

続できていた場合でも，昇進や配置転換をきっかけに

うまくいかなくなること，さらに青年期から成人期へ

のスムーズな移行が妨げられやすい状況にあると指摘
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している。人生の必要なタイミングで繰り返しプログ

ラムを受講することによって，その時々に必要な援助

要請行動を促進できると考えられる。ただし，生きづ

らさを抱えた時に訪れる可能性のある相談窓口は多岐

に渡るため，どこの支援機関でも必要なプログラムに

つながれるようなネットワークを作ることが必要と考

えられる。

　一方，運営面では，誰がどこでプログラムを持続的

に運用するかは大きな課題である。水野ら（2018）11）

は，専門プログラムを実施するスタッフの育成の必要

性を指摘しているが，本プログラムは誰でも実施でき

るようプロトコルを作成した。しかし，プログラムと

いうコンテンツの開発だけでなく，地域社会のどこで

誰がどう持続的に実施するかという運営自体の仕組み

づくりが必要である。これについては，今後も地域行

政との連携の中で検討する必要がある。

付記

　本研究は科学研究費補助金基盤Ｃ（研究課題名：成

人の発達障害者の多面的評価ツールと心理教育プログ

ラムの開発（16K04345））の交付を受けて行われた。

　本プログラムの開発に際して，複数の地域の専門家

および支援者と，ASD者の方々にお世話になりまし

た。心より御礼申し上げます。またパイロットスタ

ディの実施を補助いただいた東京大学大学院教育学研

究科博士課程の江浦瑛子さん，同修士課程の山口なつ

みさん，隈田玲さん，鳥羽翔太さん，藤沢祐未さん，

和智遥香さんにも感謝申し上げます（所属はパイロッ

トスタディ実施当時）。
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